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第３　無窓階・普通階の判定基準

3.

(1

無窓階・普通階の定義（規則５の3 ）

10階以下の階　次に適合する階は普通階，不適合の階は無窓階

二　 直径50cm以上の円か内接する
ことができる開口部

[(:)] 直径１ｍ以上の円か内接す

ることができる開口部又は
H  1.2m x WO.75m 以上の開
口部( 以下 匚大開口部) とい

う｡) ２か所以上

二 言コ（ﾂ原沢） １
床　面　積 30

３．１ 図１

７　 床面から開口部下端までの高さは1. 2m 以内であること。

イ　 開口部は，道又は道に通じる幅員１ｍ以上の通路その他の空地[ 以下

匚通路等] という。)に面していること。

ウ　開口部は，内部から容易に避難することを妨げる構造を有しないもので

あり，かっ，外部から開放し，又は容易に破壊することにより進入できる

こと。

エ　開口部は，開口のため常時良好な状態に維持されていること。

(2) 11 階以上の階については3.  1 図１[ぐj]と前記(1)イは適用されない。他

は剛と同じ。

３
．２　開口部の種別ごとの適否

（1） 窓

３．２ 表１

種 別

クレセント，ネジしまり，錠付 施錠装置なし

普通ガラス等

線入り
ガラス

網入りガラス

普通
ガラス翳フロート板ガラス等 謌‰ 厚さ

6.8mⅢ
以下

厚さ

10mⅢ
以下

厚さ

10皿超える6mⅢ
以下 6mⅢ超える

５皿
以下

はめごろ
し

窓（FIX ）
△ × △ × × × × ノ ノ

片引き窓・
引違い窓

○ ○ ○ ○ ○ △ × ○ ○
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片開き窓・
両開き窓 ○ ○ ○ ○ ○ △ × ○ ○

回転窓 ○ ○ ○ ○ ○ △ × ○ ○

注１　回転窓は，たて軸，よこ軸，突出し，すべり出し窓を含む。

注２　「施錠装置なし」には，内外から開放できるクレセント付きのものを含む。

注３　△は，避難階に設けられたもの又は２階以上の階で，注５の基準に適合する足場

のあるものに隕る。

注４　ベアガラス又は二重サッシ及び合わせガラスの適否(3.  2 表２参照）

３．２ 表２

種　　　　　　　　　　　別 適　　　　　 否

(1)

ペアガラス

(内部ガラス及び外部ガ

ラスとも普通ガラス)

内部ガラス及び外部ガラスそれぞれに

ついて３．２表１に適合する場合は適

(2)

ペアガラス

（内部ガラス及び外部ガ

ラスとも普通ガラス）に

スチールブラインドを組

み込んだもの

同　　上

宍

(3)

ペアガラス

(内部ガラス又は外部ガ

ラスが網入りガラス)

同　　上

(4)

二重サッシ

(内部建具及び外部建具

とも普通ガラス)

同　　上

(5)

二重サッシ

(内部建具又は外部建具

が網入りガラス)

同　　上
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(6)

合 わ せ ガ ラ ス CH  19. 3  . 27 消 防 予Ill) 第 ２に 該 当

す る もの は 適 （以 下 の も の）

● 規 則 第 ５条 の ３ （ 第 ２ 項 第 ３号 後段

を 除 く。） の 規 定 に 適 合 す る 以 下 の

も の は， 避 難上 又 は 消火 活動 上 有効

な 開 口 部 と し て 取 り 扱 っ て 差 し 支え

な い。

① フ ロ ー ト 板 ガ ラ ス6mm 以 下 十PVB

（ ポ リ ビ ニ ル ブ チ ラ ー ル ）30m11

（ 膜 厚0.76mm) 以 下 十 フ ロ ー ト 板 ガ

ラ ス6mm 以 下 の 合 わ せ ガ ラ ス

② 網 入 り 板 ガ ラ ス6.8mm 以 下 十PVB

（ ポ リ ビ ニ ル ブ チ ラ ー ル ）30m11

（ 膜 厚0.76mm) 以 下 十 フ ロ ー ト 板 ガ

ラ ス5mm 以 下 の 合 わ せ ガ ラ ス

● 外 部 に バ ル コニ ー， 屋 上 広場 等 の破

壊 作 業 の で き る足 場 が 設 け ら れ てい

る 場 合 で あ っ て ， 規 則 第 ５条 の ３

（ 第 ２ 項 第 ３号 後 段を 除 く。） の 規定

に 適 合 す る 以下 の もの は， 避 難 上 又

は 消 火 活 動上 有 効 な 開 口 部 と し て取

り 扱 っ て 差 し 支 え な い。

① フ ロ ー ト 板 ガ ラ ス5mm 以 下 十PVB

（ ポ リ ビ ニ ル ブ チ ラ ー ル ）60m11

（ 膜 厚1.52mm) 以 下 十 フ ロ ー ト 板 ガ

ラ ス5mm 以 下 の 合 わ せ ガ ラ ス

② 網 入 り 板 ガ ラ ス6.8mm 以 下 十PVB

（ ポ リ ビ ニ ル ブ チ ラ ー ル ）60m11

（ 膜 厚1.52mm) 以 下 十 フ ロ ー ト 板 ガ

ラ ス6mm 以 下 の 合 わ せ ガ ラ ス

③ フ ロ ー ト 板 ガ ラ ス3mm 以 下 十PVB

（ ポ リ ビ ニ ル ブ チ ラ ー ル ）60m11

（ 膜 厚1.52mm) 以 下 十 フ ロ ー ト 板 ガ

ラ ス4mm 以 下 の 合 わ せ ガ ラ ス

※ 合 わ せ ガ ラ ス の は め ご ろ し窓 に つい

て は 規 則 第 ５条 の ３に 規定 す る 開 口

部 と し て 取 り 扱 わ な い。

※ ク レ セ ン ト や レ バ ー ハ ンド ル 自 体 に

鍵 付 き と な っ て い る 等 の 特殊 な も の

に つ い て は 本 ガ イ ド ラ イ ンを 適 用 せ

ず， 個 別 に 判 断 す る こ と。

｜
｜

凡 例 普 通 ガ ラ ス 網 入 り ガ ラ ス



注５

巾

(2)

(3)

(4)
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足場の基準

構造：木造以外であること。（準耐火構造可）※バルコニーの床材は塩化ピニー

ルでもよい。

強度:1.800N/ ㎡以上の荷重に耐えられること。

勾配:30 分の１以下であること。

面積：奥行0.6m 以上，間口は窓の全幅以上（最小１ｍ以上）であること。（引違

いの場合，両面の全幅である｡）

（5） 空地：足場の前面又は側面は，道又は道に通じる幅員１ｍ以上の通路等に面して

いること。

（6） その他：転落防止策が講じられていること。（高さは，足がかりを含め1.1m 以上

1.3m 以下であること｡）

注６　３．２ 表１に記載のない開口部のガラス窓については，匚合わせガラスに係る破

壊試験ガイドラインの策定及び無窓階の判定等運用上の留意事項について（通知）」

（H 19. 3.27 消防予Ill) 中の破壊試験により，一部破壊し外部から開放できること

が確認できた場合，有効開口部と取り扱うことができる。

（2） 出入口戸

（○は有効開口部，△は条件を満たした場合有効開口部）

戸の種別
施錠装

置なし
シリンダー， ネジしまり， ラッチ等施錠装 置付

１　片　開　き ○ △ 避難階，屋外階段等（前記（1）注 ５足場の基準参

照）に面して設けられた ものであること。

屋内からは，鍵（キ ー）を用いないで開放でき

ること。（ サムターン等）

自動式ド アは停電時に屋内外から手動開放でき

る ものであること。

鋼製等の扉の場合，無人時に外部に南京錠等容

易に破壊できる施錠方法の もの又はガラス小窓を

局部破壊しサムターン等を開錠できるもの(H14.

9.30 消防予281) 及 び水圧開錠装 置のっいた もの

は可

２　両　開　き ○ △

３　引　　　 き ○ △

４　引 き 違 い ○ △

５　引 き 分 け ○ △

６　自　　　 由 ○ △

７　折りたたみ ○ △

８　吊　　　 り ○ △

９　アコーディオン ○ △

10　回　　　 転 Ｏ △

11　軽量 シャツ

ター

防火戸以外

厚 さ0.8  mm

未 満

○ △

避難階又は足場の基準に適合する場所に面して

いること。（手 動式のみ）

厚 さ0.8  mm

以上又は防

火戸

○ △

自火報又は煙感知器連動解錠，屋内外から手動

又は電動開放装置（非常電源付）がついている も

の。

12　重量 シ ヤッター

オーバーハングドア

オーバースライディング

ドア

注 ９

△ △

屋内から手動又は電動により開放でき，屋外か

らは次のいずれかにより開放できる もの。

ア　屋外から水圧により解錠し，手動又は電動開

放装置により開放できる もの。

イ　屋外から水圧により開放できる もの。

ウ　屋外から水圧により電動開放 スイ ッチを作動

させ開放する もの。
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13　パイプ シ ヤッター △ △ 11, 12 の例による。

注１　電動開放装置には，非常電源が付いていること。

注２　水圧開放装置等は，原則として（一財）日本消防設備安全センターの性能評定品

であること。

注３　避難階に設けられたものであること。

注４　電動機は，不燃材料（普通・線入りガラス，アルミを除く。）で耐熱カバーされ

ていること。

注５　起動回路は耐熱配線，非常電源回路は耐火配線であること。

注６　屋外に設ける起動装置の保護板は，鍵を用いなくても容易に打ち壊すことがで

きるものであること。

注７　送水口の高さは，床面又は地盤面から0.5m 以上1.0m 以下 に設けること。

注８　水圧開放装置は，雨水，積雪による凍結防止措置を努めて講じること。

注９　施錠装置のない重量シャッター等は，屋内・外から手動で容易に開放できるも

の又は電動開放装置で開放できるものであること（非常電源付）。

（3） 有効開口面積等の判断（原則最大限に開いた状態における開口部の開放部

分の面積で判断す る　S48.  10. 23消 防 予140 ・ 消 防安42 ）

ア　 開口部の有効開口面積は， 次による。　H  XW

（ア）

［

Ｈ
［

|－実際に開口できる輻刪
㈲

３．２ 図１

（イ） 普通ガラス６㎜以下で，避難階又は２階以上の階で足場の基準に適合

する引違い戸（個々にはめごろし窓の有効開口部として見なすことがで

きる場合　S  57. 5.  8 消防予102)

一ｌ

ｎ
ｌ

一

有効 開口

（ＢＸＣ）十（ＢＸＤ ）

＊　ただし，開 口部 の個数 は１

とする。

＊　Ａ は3.  1(1)によること。

匚 ｃ一卜 ｎ二

３．２図１－２



ﾚ ｃ二卜 ｎ二

心 一 一＝＝=斗

３．２図１－４

（ウ），（罔ともに引違いの各々のガラス窓がそれぞれ直径0.5m 又は1  m

の円か内接できる場合には開口部の面積をＢｘＥとして差し支えない。

(S57.  5 . 8 消防予103)

イ　突出し窓，回転窓の有効寸法（高さ）は, A(1 ― cos 6 )による。窓枠

Ｐ点からＴ定規等により開放した窓に直角に線ａを引き，交点Ｂから先端

までのＣが有効寸法となる。

また, C  = C' である。

３．２ 図２
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（ウ） 普通ガラス６ｍｍ以下で，避難階に隕る場合

|一実際に開口できる幅刪

(Ｃ)

３．２ 図１－３

岡　 普通ガラ ス６ｍｍ以下で， 避難階に隕る場合

匸
－
1
3
1
一

一Ｉ

Ｂ
Ｉ

一

有効 開口

（ＢＸＣ）十（ＢＸＤ ）

＊　ただし，開 口部 の個数 は１

とする。

＊　Ａ は3.  1 (1)によること。
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ウ　 ３．２ 図３の寸法の開口部は，「……直径0. 5m 以上の円か内接すること

ができる開口部」とみなす。(S50.  6.16 消防安65）

注　口内は，避難階又はバルコニー等の足場がある場合の寸法とする。

㈲6
5上

一↑

－

１１
皿

以
１

一

トー0.45m
(0.40m)
以上

３．２ 図３

エ　転落防止柵が設けられている場合のＣの開口部の有効寸法（高さ）は，

Ａの寸法による。

Ｔ
Ａ↓

払

－

匚卜

Ｃ
下

戸

上

３．２ 図４

オ　バルコニー等に面した開口部( Ｃ部分) で，次の(力から(エ)までに該当す

るものは，有効開口部の対象とする。

(力　Ａは，ｌｍ以上の空間があること。

(イ) Ｂは足がかりを含めて1. Im 以上1. 3m 以下であること。

(ウ) Ｗは，有効幅員0. 6m 以上であること。

(エ) その他足場の基準によること。



(道に通じる通路幅)

a, b,  c とも有効開口部の対象

になる。

隣

地

境

界

線

／

－

‐
－

‐
－

‐
－

‐
－

‐
－

‐
－

‐
ｊ

一↑

Ａ
↓

Ｔ

Ｂ
上
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←

jじ

ｍ以下
乎

3.2 図5

カ　パラペットに面する開口部の適否

Ｘ（手すりがない場合はＹ）が２ｍ以上，間口は窓の全幅以上（最小１

ｍ以上）及び前記（1）注５足場の基準巾, (2), (3), (5)に適合する部分に面す

る開口部は，有効開口部の対象とする。

牛　 ひさしがある場合の開口部の適否

－

‐

１

‐

一卜

一

Ｃ

ひさし等 Ｂ

(道に通じる通路幅)

Ａは有効 開口部 の対象 にな る。

Ｂ， Ｃは 有効 開口部にな らな い。

ただし， ひさしが60cm以上 の場合で，足場 の

基準及び屋上部分 の基準 に適 合する場合は Ｂ，

Ｃとも有効 開口部 の対象 にな る。

３．２ 図 ７

Ｃ

1ｍ未満

b 60cm 未満
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ク　 シャッター等とその他の戸が二重に設けられた場合の開口部の面積及び

数の取り扱い

「

Ｘ

。一

（平面 図）　　　　　　　　　　　　　 （立面図）

３．２ 図 ８

注I　X ≦1.5Y の場合，①又は（② 十③）の開口部面積のうち条件の悪い方を 採用する。

Ｘ＞1.5Y の場合，①の開口を有効開口部とする。

注２　シャッター等は，前記（2）の出入口戸の基準に適合するものであ ること。

ケ　ピロティ等（床面積に含まれない部分）に面した開口部の面積及び数の

取り扱い

卜 χ－

Ｂ

一Ｉ

Ｙ
よ

口

口
言

Ｂ

(平 面図)

X ≦1.5Y の場合

Ａ又はＢの合 計の開口部面積のう

ち条件の悪い方 を採用する。

X>1.5Y の場合

Ａの開口を有効 開口部とする。

(断 面図)

３．２ 図９

なお， Ｂ部分を 有効開口部と する

場合は， Ｚが２ｍ以上 でＡの部分 に

シャッター等の建 具がないこと

＊基準床 面積の算定 にあ たっては通

路部分の面積を 含めない。

３。３　幅員ｌｍ以上の通路その他の空地とみなすことができる部分

（1） 次のいずれかに該当する部分は，規則５条の3 ②（2）の「……幅員１ｍ以上

の通路その他の空地……」にみなす。

ア　３．３ 図ＩＣの部分

（ア） ＡＢ間の有効幅員は， ２ｍ以上であること。

（イ） Ｃ部分を通りＡ，Ｂ間を往来できること。

（ウ） Ｃ部分の１面は，幅１ｍ以上の通路に面していること。

岡　 有効開口部分はA,  B に平均して設けること。



１ｍ未満　　 隣地境界線

--
「
み
一一 一
」
一一 一一

」

‾‾ ‾‾辻? 匠 ＿_ ＿_
-

道

路
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（平面図）　　　　　　　　　　　　　　　（断面図）

注　Ｃ部分に屋根を設けた場合は適用しない。
３．３ 図１

イ　ドライエリアに面する場合の判定

（ア） ドライエリア等の有効幅員は，１ｍ以上であること。

（イ） ドライエリア等には，地上からその低部に降りるための傾斜路，階段

又は固定はしご等「以下 日頃斜路等」という。）が設置されていること。

ただし，ドライエリア等の長さが30m を超える場合は両端に傾斜路等

を設けること。

（ウ） 傾斜路等は，幅１ｍ以上の通路に面していること。

道
　

路

(平面図)

３．３ 図２

ウ　ドライエリアに設けられた転落防止足場

（ア） グレーチンクの強度等は，足場の基準に適合すること。

以
上
二 ‾゙‘ 隣 地 境 界線

３．３ 図３
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工　 建物内の通路

10m 以内
有効開口

効幅員１ｍ以 上

道　路　等

(平面図)

(断面図)

３．３ 図４

l ｍ未満

鮮 伴

10m 以内
有効開口

隣 地 境 界 線 →1

｜
｜
｜

道　路　等

(平面図)

(断面図)

３ ．３ 図 ５



(ア)

(イ)

10m 以
有効開

ffl I　 第３　無窓階・普通階の判定基準

幅員１ｍ以上

道　路　等

(平面図)

(断面図)

３．３ 図６

有効と認められる開口部は，通路の10m 以下の部分とする。

通路の有効幅員は１ｍ以上，高さは２ｍ以上であること。

(ウ) 通路から道路への出入り囗に戸を設ける場合は３．４による。

(湘　３．３ 図７の場合は，次によること。

ａ　有効と認められる開口部は，通路の両端から10m 以下の部分とする。

ｂ　通路の有効幅員及び高さは２ｍ以上であること。

ｃ　通路から道路への出入り口に戸を設ける場合は３．４による。

道　路　等

道　路　等

(平 面図) (断面図)

３．３ 図 ７
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團　一面のみ開放の場合（ｘ＞1.5Y ）

道　路　等

(平面図)

有効な開口部は，

オ　開放廊下

３．３ 図８

Ａ部分となる。

(断面図)

（ア） 開放廊下の一の端部が幅ｌｍ以上の通路に面していること。

（イ） 上記の通路等に面している部分には，高さが１ｍ以上，かつ，当該開

放廊下の幅以上の開放部が設けられていること。

（ウ） 有効開口部は，開放廊下に面する開口部(A,  B 及びＣ）とする。

隣地境界線

：：

１ｍ以上 ｙ －

→道路等
----------一一

隣地境界線

i

－ ｈ 。未満(60㎝以上)

隣地境界線･…-J

３．３ 図９

※　開放廊下…ここでいう開放廊下とは次のとおり。

吹きさらしの廊下一外気に有効に開放されている部分の高さが, 1.1

m 以上であり，かつ，天井の高さの２分の１以上である廊下(S61.  4.

30建設省住指発第115号）

力　階段に接続している廊下等

（力　階段に接続している廊下

ａ　階段は屋外階段であること。

ｂ　階段の構造は鉄骨造であること。

ｃ　階段の昇り口は，幅ｌｍ以上の通路等に面していること。

ｄ　有効開口部は，屋外階段と廊下の接続部分Ａとする。

ｅ　開放廊下の場合は，開放廊下に面する開口部(B,  C 及びＤ）とす

る。



lm 以 上 卜，

ｌ

隣地 境 界線

ffl I　 第３　無窓階・普通階の判定基準

一 一 一 一 一----

→ 道 路

｢ ㎜---- ㎜--

等

一一

にｍ未満(60cm以上)

隣地境界線

１

３．３ 図10

（イ） 階段に接続している踊り場

ａ （ア）ａからｃに同じ。

ｂ　有効開口部は，Ａの部分とする。

1m 以 到

1m 未 満　E

㈲ ｃｍ以 上)l

i

… … … … … 一隣地境界線… 一一
lm 以 上

一 一 一

３．３ 図11

牛　バルコニー・ひさし

（ア） バルコニーの構造は，足場の基準に適合するものであること。

（イ） バルコニーの一端のみが幅１ｍ以上の通路等に面している場合は，仕

切板までを有効開口部とみる。

Dのみ有効

３．３ 図12

A･ Ｂ･Ｃ･Ｄ有効

３．３ 図13
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１階 に

................ ■･･a･･,a･･a･･･ ■･･,a･･aa･･aJ･･a

バ ル コ ニ ー が あ る 場 合

Ｄのみ有効 １階

３．３ 図１４　　　　　　　　　　　　　３．３ 図15

ク　建築物の屋上部分

（ア） 屋上部分の一面が幅１ｍ以上の通路に面していること。

（イ） 屋上の奥行は, 0. 6m 以上であること。

（ウ） 屋上等の構造は，足場の基準に適合すること。

皿 ］
(平 面図)

(立面図)

３．３ 図16

ケ　建築物の中庭（通路部分の上に上階，屋根等が存する場合）

（ア） Ａ部分の通路の有効幅員及び高さは， ２ｍ以上であること。

（イ） 通路の長さ（Ｂ音5分）は20m 以下であること。

（ウ） 必要開口面積の２分の１（大開口部１か所以上）を道路に面して確保

されていること。

岡　 道路から通路への出入り口に戸を設ける場合は３．４による。

l宍ﾋ]ﾔ乳二]ﾚこ匹
道　路 道　路

３．３ 図１７　　　　　　　　　　　３．３ 図18

コ　アーケードに設けられた消火足場（両側形，前面形）

（ア） アーケードの消火足場（アーケード上の通路）の有効幅員は，１ｍ以
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上であること。

（イ） 消火足場は，ア ーケ ードの全長にわたって設けられていること。

（ウ） 消火足場と開口部を有する建築物との間は， 通路（構造は，足 場の基

準(3.  2(1)注 ５） の例による。）で連絡されていること。

サ　 公　 園

国又は地方公共団体等が管理する恒久的な公園で， 幅１ｍ以上 の通路が

確保さ れている部分

シ　 傾斜地，河川敷

通常使用することを目的として造成された通路， 階段状部分で， 幅１ｍ

以 上の通路が確保される部分

３．４　 幅ｌ ｍ以上 の通路 に門扉等を設ける場合の取扱い

（1） 幅ｌ ｍ以上の通路に設ける門扉は， 次による。

ア　 門扉の開放状態での有効幅員は， １ｍ以 上であること。

イ　 内側で施錠さ れる門扉は， 地面から門扉の上 端までの高さはおおむね２

ｍ以下で上方に １ｍ以 上の空間があること。

ウ　 門扉の上端には， 有刺鉄線等進入を妨げる ものが設 けられていないこ と。

エ　 内側か ら鍵を用いないで開放できること。

注　警備員が昼夜常駐する守衛所，警備員詰所が設けられている場合は，上記イ，

ウ，エによらないことができる。

３．５　 無窓階 と普通階 部分か存 する階の取扱い

（1） 無窓階 と普通階の割合， 往来， 区画

・
　
　

皿

・

匚

卜

に
」

囗面 積

(平面図)

(断面図)

Ａ ：一 の階 にお いて,有効な開口部の面積が30分の１を超え る部分の合 計

Ｂ：一 の階 にお いて,有効な開口部の面積が30分の１以 下の部分の合計

３．５ 図 １
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ア　 仕切り壁 に往来できる開口部がなく， Ｂ部分の床 面積がＡ 十Ｂの床面 積

の50 ％ 以上の場合は, A,  B 全 体 を無 窓階とする。

注　 １階の全ての区画の床面積が60㎡ 程度以下に区画されている場合の１階は，

匚往来できる」として扱う。

イ　 同上50 ％ 未満の場合は，Ｂ部分のみを無 窓階とする。

注　Ａ十Ｂが普通階として消防用設備等を設置しなければならない場合は，当然に

それらの規定が優先して適用される。

ウ　 Ａ，Ｂ間を往来できる開口部がある場合で， Ａ十Ｂの開口部面 積がＡ十

Ｂ の床面 積の30 分 の １を超え るものは, A,  B 全 体 が普通階 となる。（開

口部はＡ，Ｂに平均して設けること。）

エ　 Ａ， Ｂ間の仕切り壁が，令 ８区画に適合する場合は, A,  B そ れ ぞれの

区画ご とに判定する。

例 （4）項，木造， 屋内消火栓設備の要否について

（ア） Ａ 十Ｂが700 ㎡ で 屋内消火栓設 備の設置を要す る。 この場合 の消火栓

ボックスは， Ａ及びＢ部分にそれぞれ設置する。

Ａ

(普通階)

400 ㎡

Ｂ

(無窓階)

300 m

往来できる開口部のない仕切

３．５ 図２

（イ） Ａ十Ｂは700 ㎡未満で屋内消火栓設備は不要であるが，Ｂ部分は無窓

階で150 ㎡以上であるから，Ｂ部分に屋内消火栓設備の設置を要する。

なお，条例41①の規定により棟全体に設置を要する。

往来できる開口部のない仕切

３．５ 図3

（2） 増築の場合

ア　既存の無窓階に増築したことにより，有効開口部の面積の合計が30分の

１を超える階となった場合は普通階となる。
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イ　有効開口部は，既存部分と増築部分に平均していること。

ウ　既存部分と増築部分の往来できる有効幅員は，おおむね１ｍ以上である

こと。

/ ＼
３ ５ 図４

３。６　下屋がある場合の開口部の取扱い

ア　下屋の一面が開放

Ａ部分についての有効開口部面積算定対象となる部分の開口部はａの開

口部となる。

したがってＡｘ
乱
≧３ａの場合は，Ａ部分が無窓階となる。

（ア） Ｂ部分（下屋）の開放部分の一面が幅１ｍ以上の通路等に面している

こと。

（イ） ａに至る通路は，幅１ｍ以上確保されていること。

（ウ） Ｘ≦1.5Y であること。

寸

卜

Ｙ

よ

‰

匸
匸
り
口
才

０

卜 Ｘ-1

3.6 図１

イ　下屋の両側面が開放

（ア） Ｂ部分（下屋）の開放部分の一面が幅１ｍ以上の通路等に面している

こと。

（イ） ａに至る通路は，幅１ｍ以上確保されていること。
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扉
・
シ

ヤ
ヨ
タ
ー
な
し

３．６ 図2

3.7　 渡り廊下部分の開口部の取扱い

Ａ，Ｂが同一棟又は別棟(2.1 に適合）のいずれの場合もａの開口部を有

効開口部の対象とする。この場合，渡り廊下の幅員が１ｍ以上あることによっ

て，幅ｌｍ以上の通路に面しているものとみなす。

注　ＡとＢが同一棟である場合にも原則として, A,  B の部分ごとに無窓階の判定を

する。

ノ

Ａ　　ａ

ノ

-

３．７ 図 １

ａ Ｂ

３。８　有効開口部に面する室内の管理

（1） 室内の有効開口部に面する部分には，幅１ｍ以上の通路を確保しているこ

と。

ア　有効開口部に面して設ける通路は，室内の各部分に通ずる通路に接続し

ていること。

イ　出入口戸の場合で，条例で室内の通路幅が規制されているものは，その

幅以上の通路に接続していること。

ウ　有効開口部に面する部分には，避難上又は消火活動上支障となる物品等

を置かないこと。



窓 窓
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出入口戸　　　　出入口戸

３．８ 図1

（2） 有効開口部に面して棚等を設ける場合は, 3.8 図２の例によること。

開　囗　部

1　　 ←10m以下→７ ＴTI

３。９　有効開口部に面する屋外の管理

（1） 幅１ｍ以上の通路内には，塀（控壁の部分も含む。），空調機器その他の工

作物を設けないこと。

ただし，避難上又は消火活動上支障とならない植栽等はこの限りでない。

（2） 幅１ｍ以上の通路内には，避難上及び消火活動上障害となる商品等を堆積

して置かないこと。

（3） 開口部には，公告物等避難上及び消火活動上障害となる物を設けないこと。

3. 10　電気錠等を設置する防火対象物の非常解錠装置等について

指導(H22.  1750)

避難施設（条例第52条の「避難施設」をいう。）の戸に電気錠（ホテル錠，オー

トロックを含む。）を設ける場合は，火災等に備え関係法令によるほか次により

指導するものとする。

（1）共同住宅のエントランスホール出入口には消防隊用非常解錠装置を設置し，

消防章を貼付すること。

（2）（1）以外の場所及びその他の防火対象物に設けるものは原則として，自動火

災報知設備の作動と連動して解錠できること（通電時施錠型とし，自動火災

報知設備に支障を及ぼさないものである。）。ただし，以下の例によるほか，

有効に解錠できるものを除く。
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ア　消防機関が有効に解錠できると判定した破壊箇所及びその旨を表示する

標識を設けたもの。「例：　匚即時通報等に係る消防活動に必要な標識」昭

和63年５月17日付け消警警第12号における 匚破壊箇所の標識］をいう。）

イ　防災センター又は守衛室等に警備員等が常駐するもので，電気錠を解錠

することができるもの。

ウ　水圧開放装置を設置したもの。

（3） 停電時は手動で開放できること。（蓄電池等非常又は予備電源を附置し施

錠を保持する場合は，当該電源等を用いて有効に解錠でき，かつ，電力消費

後は手動で開放できること。）

（4） 一時解錠後は，戸が連続開放又は開放状態が保持できること。

（5） その他

ア　上記（1）から（4）までに適合しないものについては従前のとおりとする。
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1）

普通階・無窓階算定書

防火対象物名称

（　　　 階）

［1］I　 第３　無窓階・普通階の判定基準

普通階・無窓階算定書

算定者氏名

年

N( 廴

月 日

床　面　積 （Ａ）
基　 準　 開　 囗

面積 （A/30 ）

有 効開口部

面 積 合 計
算 定 結 果

※消防機関

判　　 定

㎡ ㎡ ㎡ 普　・　無 普　・　無

開 口 部

位　 置

建　 具

記　 号

開 口 部

種　 別

床からの

高さ(ｍ)
幅(｡)× 高 さ(｡)× 所在 数

開口部面積

小　 計(㎡)
備　 考

備　考

１　算定は，階ごと（往来できない場合はその部分ごと）に算定すること。

２　有効開口部すべてを記入してください。

３　算定書には，配 置図，建具配置図及び建具表を添付し算定した開口部を朱色で表示すること。
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（2） 普通階・無窓階算定書記載要領(  S 56. 130)

ア　規則５条の３の規定に適合する開口部すべてを計上してください。規則

５条の３の規定に適合する開口部とは，次の各号のすべてに適合する開口

部をいいます。

（ア） 有効開口部

①　実際に開口できる部分

直径50cm以上の円か内接することができる開口部，幅45 cm以上高さ

１ｍ以上の開口部又は幅40cm以上高さ65cm以上の開口部（避難階又は

バルコニー等の足場がある場合に隕る。）であること。

②　はめごろし窓（ＦＩＸ）及び引違い窓で，厚さ６ｍｍ以下の普通ガラ

ス

避難階又はバルコニー等の足場かおる場合で，直径50cm以上の円か

内接することができる開口部，幅40  cm以上高さ65cm以上の開口部又は

幅45  cm以上高さ１ｍ以上の開口部であること。

注　引違い窓の場合は窓枠ごとに計上すること。

（イ） 床面から開口部の下端までの高さは, 1.2m 以内であること。

（ウ） 開口部は，道又は道に通じる幅員１ｍ以上の通路等に面したものであ

ること。（11階以上の階は除く。）

岡　 開口部は，格子その他内部から容易に避難することを妨げる構造を有

しないものであり，かつ，外部から開放し，又は容易に破壊することに

より進入できるものであること。

㈱　開口部は，開口のため常時良好な状態に維持されているものであるこ

と。

イ　仕切壁等のため相互に往来できない場合は，各々ごとに算定してくださ

い。

ウ　 幅及び高さは現に開放される部分（はめごろし窓，引違い窓の非開放部

分についてはガラスの部分。）の数値を記入してください。

エ　数値は，その都度小数点第３位以下を切り捨ててください。

オ　直径１ｍ以上の円か内接することができる開口部又は幅75cm以上高さ1.2

m 以上の開口部については，その建具記号を○で囲んでください。

力　「床からの高さ」欄には，床面から開口部下端までの高さを記入してく

ださい。

牛　 匚開口部種別］欄には，ガラス種別及び 匚引違い窓」・匚たて軸回転窓」・
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匚水圧開放装置付］等の種別を記入してください。

ク　＊欄には，記入しないでください。

ケ　算定書は，消防用設備等設置計画書又は防火対象物使用開始届出書の一

葉目に綴じてください。

また，算定書の次に配置図，キープラン及び建具表をとして，有効と算

定した開口部を朱色で示してください。
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